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１．前回分科会の討議概要 

1.1 緊急減災対策砂防計画の検討経緯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 検討の流れ 

1.2 前回分科会の討議概要 

項目 主な質疑内容 対応方針 
対応 
箇所 

①

シナリオの「火山活動」の中で、「10cm 以上

の降灰堆積を確認」は、現在の火山活動を踏ま

えて、明確な数値は記載しないこととする。 

該当箇所を「土石流発生

の危険性が高まり」と修正

する。ただし、当初の設定

である「10cm 以上の降灰堆

積」の根拠について、注意

書きとして追記する。 

討議資料

P3 

②

「緊急調査」の行の位置を入れ替えて、「火山

活動」「緊急調査」「緊急ハード対策」「緊急ソフ

ト対策」の順とすること。 

現象・対策開始の順序を

考慮して、「火山活動」「緊

急調査」「緊急ソフト対策」

「緊急ハード対策」の順番

で整理する。 

討議資料

P3 

③

土砂移動シナリオは、気象庁の噴火警戒レベ

ルと対応したものとなっているが、対策が適時

に実施できない可能性があるため、レベルと砂

防部局が対策を行う情報に齟齬がないように確

認すること。 

噴火警戒レベルと土石流

発生時期が必ずしも対応し

ていないことについても注

釈として明記する。 

討議資料

P3 

霧
島
山
（
新
燃
岳
）
噴
火
を
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ま
え
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土
砂
移
動
シ
ナ
リ
オ
の
確
認 

④

今回の噴火では土石流発生による被害は生じ

ていないが、今後数年間は土石流が発生する場

合も想定される。土石流対策は噴火警戒レベル

と対応して実施するのではなく、やらなくては

ならないことを整理する必要がある。 

土石流については噴火活

動終息後、恒久対策を実施

する必要がある旨を注釈と

して明記する 

討議資料

P3 

⑤

噴火後の浸透能等の変化についても追跡調査

するとともに、降灰直後だけではなく、噴火前

の浸透能についても調査の必要があるので、追

記するべきである。 

今後の噴火対応方針案と

して、「噴火前後の」斜面の

浸透能調査と修正する。 

討議資料

P4 

⑥
降灰後の土石流発生の要因が明確になってい

ないので、課題として加筆すること。 

課題として、降灰後の土

石流発生要因が不明確なこ

とを追記する。 

討議資料 
P4 

⑦
立入規制範囲内における火山灰の状況把握の

方法を考えておくこと。 

 ヘリからの確認地点を立

体マップ等に整理する。そ

の際、降灰堆積深さの目安

となる物を整理する。 

討議資料

P6, 7 

⑧

「ブロック製作に時間を要した」とあるが、

直轄で所有している既設の備蓄をどのように活

用したのかも追記すること。 

河川災害用ブロックを含

めた転用方法について、検

討が必要であることを今後

の噴火対応方針案に追加す

る。 

討議資料

P12 

⑨
大きな噴火につながる情報について整理し、

今後の噴火活動の推移を確認すること。 
今後の噴火活動の推移を

整理する。 
討議資料

P23 

⑩
初動時の情報発信は重要なので、発信者と配

信先の関係について整理すること。 

関係機関間の情報の連絡

体制（経路）、内容について

整理する。 

討議資料

P21, 22 

緊
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案
） 

⑪

緊急調査により土石流による氾濫の危険があ

る範囲が示されたが、その後の時間経過ととも

に、その範囲は変化すると考えられ、それを再

評価できるような方法を確立していく必要があ

る。 

別途検討中 - 

第第 11 回回検検討討分分科科会会（平成 21 年 2 月 2 日） 
・計画策定の基本事項の整理（平成 19 年度までの予測図分科会の検討成果をベース） 
 →現状把握、噴火シナリオの作成、噴火シナリオのケースと場面毎の影響範囲把握 
・対策方針の設定 
 →対策を検討する噴火シナリオの抽出、対策対象とする現象規模や対策場所等の設定 
第第 22 回回検検討討分分科科会会（平成 21 年 3 月 24 日） 
・モデル渓流（高崎川・霧島川）に対して緊急時に実施する対策の検討 
 →緊急ハード・ソフト対策の検討、火山噴火時に実施する緊急調査項目・内容の整理

第第 11 回回検検討討委委員員会会（平成 21 年 6 月 8 日） 
・第 1 回 2 回検討分科会の内容の報告 

第第 33 回回検検討討分分科科会会（平成 21 年 10 月 14 日） 
・全渓流に対して緊急時に実施する対策の検討 
→緊急ハード・ソフト対策の検討、火山噴火時に実施する緊急調査の項目・内容、平常時 
からの準備事項の整理 

第第 44 回回検検討討分分科科会会（平成 22 年 1 月 13 日） 
・霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）＜新燃岳・御鉢＞の作成 

第第 22 回回検検討討委委員員会会（平成 22 年 3 月 1 日） 
・霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）＜新燃岳・御鉢＞の確認 

第第 55 回回検検討討分分科科会会（平成 23 年 10 月 17 日） 
・平成２３年 1 月以降の新燃岳噴火対応の整理 
 →実施した緊急ハード・ソフト対策等の対応整理と課題の抽出 
第第 66 回回検検討討分分科科会会（平成 23 年 12 月 27 日） 
・平成２３年１月以降の新燃岳噴火対応の整理 
 →土砂移動シナリオの確認、ヒアリング調査に基づく対応整理、今後の対応方針の確認 
・「（新燃岳・御鉢）緊急減災計画」の改善案の中間報告 
第第７７回回検検討討分分科科会会（平成 24 年 2 月 23 日）【今回】 
・土砂移動シナリオの改訂版の作成 
・平成 23 年度検討結果をふまえた「緊急減災計画（新燃岳・御鉢）」の改善案の作成 

霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）＜新燃岳・御鉢＞（平成 21 年度版）

平成 23 年 1 月

新燃岳噴火 

平成 20 年度～平成 21 年度 

平成 23 年度 
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２．霧島山（新燃岳）噴火を踏まえた土砂移動シナリオの確認 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 レベル1（数日～2ヶ月程度） レベル2（数日～8ヶ月程度） レベル3（数日～3ヶ月程度） レベル4・5（数日～2
週間程度） 

レベル 
3→1 

火
山
活
動 

平常時 
 
 
 

前兆現象発生 前兆現象発生・ごく小規模

噴火 
小規模噴火後 小規模噴火が長期間継続 

10cm以上の降灰堆積を確認 
中規模噴火後 
10cm以上の降灰堆積を確認 

大規模噴火の発生が

差し迫った、あるいは

発生した場合 

活動減衰終

息 

緊
急
ハ
ー
ド
対
策 

基本対策の整備 
緊急減災対策の内容

確認・必要に応じて見

直し 
資機材の備蓄 

  
 

 災害ポテンシャルの再評価 
対策箇所の選定 
資機材の調達 
工事の開始 

噴石火砕流の影響範囲内（新燃

岳は火口から2km、御鉢は火口

から 2.5km 以内）の施工の中

止、あるいは無人化施工への移

行 

火砕流の想定到達範

囲では工事の中止 
計画見直 
恒久対策に

移行 

緊
急
ソ
フ
ト
対
策 

基本対策の整備 
緊急監視観測機器の

準備 

火山活動に関す

る情報収集 
 
 
 
監視観測体制の強化 
 

 
 
 
 

 
監視観測機器の緊急設置 
降灰の影響等による土石流に

対応した基準雨量の設定 
 

   
 
 
計画見直 
恒久対策に

移行 

緊
急
調
査 

基本情報のデータベ

ース化 
自動降灰量計の準備 

 火山活動の状況に応じて

現地調査、ヘリ調査、衛星

データ取得 
 

 
 
リアルタイムハザードマ

ップの提供 

    
 

図 2 平成21年度計画における新燃岳と御鉢の緊急減災対策の概要（赤文字は新燃岳のみ、青文字は御鉢のみ） 

噴火警戒レベル1 

（前兆現象発生期） 

噴火警戒レベル2 

（ごく小規模～小規模噴火発生期） 

噴火警戒レベル3 

（中規模噴火発生期） 

噴火警戒レベル4・5 

（大規模噴火発生期） 
噴火警戒レベル 

2～3（減衰期） 

噴火警戒 
レベル1 

（噴火終息後）

* 小規模の噴火であっても長期間継続した

場合には、降雨時に土石流が発生しやす

くなる。 

想定火口：火口中心から1km

前兆現象が発生した場
合のみ 

降雨による土石流* 降雨による土石流 

・噴石 
（火口から2～2.5km） 
・降灰 
・火砕流（火口から2～2.5km）
 

中規模噴火 

・噴石（火口から4km） 
・降灰 
・火砕流 
・溶岩流 
・火口湖決壊型火山泥流 

大規模噴火 

小規模 

噴火 

ごく小規模

噴火 
中
規
模
噴
火

前兆現象が発生しない
場合もある 

静穏期 

・火山性地震 
・火山性微動 等 

前兆現象  

 

噴火
終息

・降灰 
・噴気 

ごく小規模噴火 

レベル２ レベル３ レベル４・５ レベル１ レベル１

ごく小規模噴
火 

・噴石（火口から1km） 
・降灰 
・山体崩壊 
（新燃岳火口西側） 

小規模噴火 

新燃岳の 
場合 

平成 21 年度版
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レベル2 ～ レベル3  レベル1 
数日～2ヶ月程度 数日～8ヶ月程度（レベル2） ～ 数日～3ヶ月程度（レベル3） 

レベル4・5 
数日～2週間程度 

レベル 
3→1 

火
山
活
動 

平常時 
 
 

前兆現象発生 前兆現象発生・ごく小規

模噴火 
小規模噴火後 小規模噴火が長期間継続 

土石流発生の危険性の高まり

(★1) 

中規模噴火後 
土石流発生の危険性の高まり

(★1) 

大規模噴火の発生が差

し迫った、あるいは発

生した場合 

活動減衰終息 

  
 
 
 
 

       

緊
急
調
査 

基本情報のデータベ

ース化 
自動降灰量計の準備 

 改正土砂法に基づく緊急

調査、ヘリ調査、衛星デ

ータ取得 
 

 
 
リアルタイムハザードマップの提供(土石流氾濫の危険が

想定される範囲等の情報を提供) 

   

緊
急
ソ
フ
ト
対
策 

基本対策の整備 
緊急監視観測機器の

準備 

火山活動に関す

る情報収集 
 
 
 
監視観測体制の強化 
 

 
 
 
リアルタイムハザードマ

ップの提供(火砕流、溶岩

流等の影響範囲等の情報

を提供) 

 
 
監視観測機器の緊急設置 
降灰の影響等による土石流に

対応した基準雨量の設定 

 
 
 

 

  
 
 
計画見直 
恒久対策に移行

緊
急
ハー
ド
対
策 

基本対策の整備 
緊急減災対策の内容

確認・必要に応じて見

直し 
資機材の備蓄 

  
 

 
災害ポテンシャルの再評価 
対策箇所の選定 
資機材の調達 
工事の開始 

噴石火砕流の影響範囲内（新燃

岳は火口から2km、御鉢は火口

から 2.5km 以内）の施工の中

止、あるいは無人化施工への移

行 

火砕流の想定到達範囲

では工事の中止 
計画見直 
恒久対策に移行

 
 

 
 
 

図 3 新燃岳と御鉢の緊急減災対策の概要（平成２３年新燃岳噴火をふまえた今後想定されるシナリオを整理） 

(★1) 有珠山、雲仙普賢岳、桜島、三宅島等の噴火に伴う降灰後の土石流発生実績から、平成21年度計画では「10cm以上の降灰堆積を確認」した時としたが、具体的な数値は設定せず、改正土砂法に基づく緊急調査結果を踏まえた降灰
厚や火山灰の質（粒径等）を考慮して「土石流発生の危険性の高まり」を評価する。なお、平成23年1月以降の新燃岳噴火では、降灰厚1cm以上の範囲で下流に被害をもたらす大規模な土石流は発生していない（平成24年2月時点）。

(★2) 噴火警戒レベルは土石流の発生時期と対応したものではない。小規模噴火による降灰が、長期間、断続的に続いて火山灰が累積した場合には、降雨時に土石流が発生しやすくなる。また、降灰後の降雨による土石流は、噴火活動終
息後も発生する可能性があるため、恒久対策を実施する。 

(★3) 噴気口の形成に伴って斜面を構成する火山岩の一部が劣化している可能性があり、その付近で噴火口が形成された場合、斜面の一部が崩れる可能性がある。 

想定火口：火口中心から1km

前兆現象が発生した場
合のみ ・噴石 

（火口から2～2.5km） 
・降灰（軽石を含む） 
・火砕流（火口から2～2.5km）
・山体崩壊(★3) 
（新燃岳火口西側） 

中規模噴火 

・噴石（火口から4km） 
・降灰（軽石を含む） 
・火砕流 
・溶岩流 
・山体崩壊(★3) 
（新燃岳火口西側） 

大規模噴火 

小規模 

噴火 

ごく小規模

噴火 
中
規
模
噴
火

前兆現象が発生しない
場合もある 

静穏期 

・火山性地震 
・火山性微動 等 

前兆現象  

 

噴火
終息

・降灰 
・噴気 

ごく小規模噴火 

レベル２ レベル３ レベル４・５ レベル１ レベル１

ごく小規模噴
火 

・噴石（火口から1km） 
・降灰 
・山体崩壊(★3) 
（新燃岳火口西側） 

小規模噴火 

新燃岳の 
場合 

         豪雨による土石流 

赤文字：新燃岳のみ 

青文字：御鉢のみ 

改訂版 
記述の修正（質疑①） 

注記の修正・追加（質疑①、③、④） 

項
目
記
述
順
序
の
変
更
（質
疑
②
） 

記
載
お
よ
び
位
置
の
修
正
（質
疑
③
） 

文言の削除・追加 レベル２およびレベル３の対応事項統合（質疑③）

 降灰後の降雨による土石流(★2)
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３．緊急対応の課題と今後の対応方針（案） 

3.1 緊急調査の課題と今後の対応方針（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 緊急調査に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理（１） 

計画以外にも実行できた事項 他機関が実施した事項 計画どおりに実行できた事項 実行できなかった事項 主な論点 ■アンダーライン：修正箇所 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

ヘリ調査

ヘリ調査を14回（のべ18時間）実
施（福岡管区気象台、土木研究
所、大学等が同乗）（1/21-
6/14）

降灰や不安定土砂の定量的な把
握はできなかった

定量的な把握に活用することは現時点では難し
い

・目視可能な施設の概況把握調査としてヘリを用
いる
・山腹に降灰堆積深がわかる目印（ポール，巨岩
や樹木等）を設置する
・ランドマークを抽出してリスト化する

航空レーザ計測
高高度で実施
（11月測量、解析中）

【産総研、東大地震研、防災科
研、民間航測会社】
レーザ測量成果を解析し、火口周
辺の降灰堆積深を発表（6/7噴火
予知連）

噴火後は、高高度からの航空
レーザ測量を実施した

火山灰は、レーザ反射率が悪いため把握が難し
い

火山灰堆積量の測定精度向上のために、今後の技
術開発が期待される

衛星画像の利用

【JAXA】
ALOSによる衛星画像の緊急観測結
果をHPで公表（撮影条件不良によ
り詳細な活用は困難）

撮影条件不良により地形変化把
握への活用はしていない

広域の地形変化状況を知ることはできるが，渓
流単位の不安定土砂把握には適用が難しい

衛星画像の利用は，活用可能なデータが得られた
場合に参考とする

土砂移動検知センサ
の緊急設置

ワイヤーセンサの緊急設置（2月3
基、3月4基、8月までに計17基設
置済み）
振動センサの緊急設置（2月1基、
3月2基）

【林野庁】
ワイヤーセンサを3箇所設置

・2月以降順次設置できた
・場所により設置時期が異な
り、噴火直後に設置できなかっ
た箇所もある

土石流発生以外の原因によりワイヤーセンサが
切断された

振動センサと併用して総合的に判断する

土石流発生非発生
データの蓄積

抽出した35渓流のうち、国道223
号より上流の14渓流を対象とし
て、降雨後に現地調査による土砂
移動状況の確認

【宮崎県】丘陵部の21渓流を対
象として、降雨のたびに、現地
調査による土砂移動状況の確認

【鹿児島県】6/9以降、土砂移
動把握を目的とした定点観測を
実施

【高原町】
独自の定点を降雨ごとに同一職員
が確認

国と県が役割分担して、降雨毎
に土砂移動の状況を迅速に調査
したことは評価できる。

出水ごとの流出土砂量の把握が難しかった

・渓流ごとに既設施設の下流へ流下した土砂量の
確認方法を確立する

・流域全体の土砂収支を把握するための調査・解
析手法を構築する

（ガリー調査）
九州地整、自衛隊等が、1/21-
6/29にかけて撮影した斜め写真を
判読してガリーの発達状況を確認

【宮崎大学】
土砂移動の定点観測を実施

ガリーの発達状況判読は、今後
の土砂移動想定に有効である

定性的な把握にとどまり、定量的な把握が難し
い

源頭部の不安定土砂・ガリー拡大状況等の定量的
な把握方法を検討する

（降雨状況の把握）
噴火後に既設雨量計の保守点検を
行い、従来どおりに降雨量計測が
可能なことを確認

【宮崎県】噴火後に既設雨量計
の保守点検を行い、使用可能な
ことを確認
【鹿児島県】既設雨量計（３
局）を降灰対応型へ改良

噴火後に保守点検が実施された
ことは評価できる

噴火後の立入規制範囲の拡大により、雨量計の
保守点検が実施できなかった箇所があった

立入規制範囲を考慮して、常時保守点検が可能な
位置に雨量計を設置することを検討する

緊
 
急
 
調
 
査

P11～12

P12

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所

現地調査

■下流域の128地点で、改正土砂
法マニュアルを試行して降灰量調
査を実施（1/27-29）

■流域面積の5割以上が火山灰が
1cm以上の厚さで堆積している35
渓流を抽出（1/30）

■現場透水試験、ふるい分け試験
を実施

■広域で調査を実施したため、適切な場所を探
すのに時間を要した

■渓流上流部に立ち入ることができなかったた
め，降灰状況が把握できなかった

■降灰調査では量だけを把握し、降灰の質は整
理されなかった

■噴火前の浸透能が分からないため、噴火前後
の浸透能の変化が把握できなかった

■降灰後の土石流発生の要因が分かっていない

【宮崎県】
抽出した35渓流のうち、丘陵部
の21渓流を対象として、降灰状
況（浸透能等）を現地調査によ
り確認

【鹿児島県】
29箇所の降灰量計を設置し10日
ごとに観測を実施

調査実施により、迅速に降灰の
影響による土石流発生の危険性
がある渓流を抽出した

【鹿児島大学】
降灰地点の現場透水試験を実施

降灰・不安定
土砂の把握

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

降雨状況・土
砂移動の把握

■降灰量調査地点の位置と現地写真等を事前に整
理する

■噴火前後の航空写真の比較による降灰・不安定
土砂の把握

■土石流の発生・非発生の判断ができるように調
査方法を整理する。判断基準については、学識者
にも相談を行う。
＜調査方法（案）＞
→噴火前後の斜面の浸透能調査（鹿児島大学方式
現場透水試験）
→降灰調査：堆積構造の確認
→噴出物の物性：関係機関との情報共有によって
資料を入手する。
→簡易測定手法

1.降下テフラの構成成分（石膏成分の含有の有無
→石膏成分が含まれている場合はモルタル化しや
すい）
2.降下テフラの比重（比重が1以下の場合、浮遊
して流出しやすい）

■降下テフラの性状（粒度分布、堆積構造、化学
組成）による土石流発生メカニズムの違いを対策
ドリルに反映させる（※検討中）



 5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2 緊急調査に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理（２） 

計画以外にも実行できた事項 他機関が実施した事項 計画どおりに実行できた事項 実行できなかった事項 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

航空レーザ測量
高高度で実施
（11月測量、解析中）

【民間航測会社】
高高度で実施（2/26）

噴煙の影響があるため高高度か
らの航空レーザ測量を実施した

安全面を考慮すると、撮影時期や撮影高度が制
約される

航空レーザ計測の実施可能条件を整理した上で，
地形変化把握の目的に応じた実施時期等を再整理
する。

衛星画像の利用
【JAXA】
ALOSによる衛星画像の緊急観測結
果をHPで公表

撮影条件不良により地形変化把
握への活用はしていない

撮影条件に左右されるため，必要な時に情報が
得られないこともある。

衛星画像の利用は，活用可能なデータが得られた
場合のみ参考材料とする。

UAV（無人航空機）に
よる地形測量

【鹿児島県】
鹿児島県側の火口周辺部を写真
撮影・写真測量
（7月、10月）

【東京大学地震研究所・防災科
研】
無人ヘリによる新燃岳火口内写真
撮影を実施

火口周辺の状況確認ができた
UAVによる定量的地形変化把握は，実施条件に
制約される。

UAVは定性的な地形変化把握の補足参考資料とす
る。

（その他調査）
【国土地理院】
GPS観測による基線変化の把握
（噴火前より実施継続）

噴火前から継続的に実施するこ
とにより地形変化の把握に有効
である

観測点や基線の変化量の把握には有効だが，詳
細な地形変化の把握はできない

火山全体の地形変化傾向の参考資料として用い
る。

（その他調査）

ヘリ調査を14回（のべ18時間）実
施（福岡管区気象台、土木研究
所、大学等が同乗）（1/21-
6/14）

随時実施されたが調査の主目的
が状況把握であったため，地形
変化に着目した継続調査が実施
されなかった。

ヘリ調査項目に土砂移動に影響する地形変化の
概況把握を追加し，具体的な調査項目を設定す
る。

・飛行ルートと写真撮影ポイントを事前に設定
し，随時斜め写真データを入手し，簡易実体視に
より概略地形変化を把握する。
・現地位置確認のため、はるかぜ搭載のGPS基図
に、河川名、主要砂防施設、ランドマーク等を追
加する
・ランドマークを抽出してリスト化する

緊急減災計画における地形変化調査の目的と手
法を明確にし，具体的な適用方法を設定する必
要がある。

→　その時の実施条件に応じて適用可能な手法を
適宜組み合わせて必要な地形変化データを入手す
る仕組みを検討する。

現地調査 既設砂防施設の空き容量確認
【鹿児島県】
既設砂防施設の空き容量確認
（2/1-2）

立入規制区域以外での降灰分布
範囲における調査が実施できた

降雨直後の堰堤の堆砂状況確認がその都度ごと
に実施できなかった。

・堰堤にスケールとなる目標物を設置して監視カ
メラで堆砂状況を確認する
・調査可能な場所を事前に抽出する

ヘリ調査

ヘリ調査を14回（のべ18時間）実
施（福岡管区気象台、土木研究
所、大学等が同乗）（1/21-
6/14）

砂防施設の点検調査はできな
かった

個別地点の状況把握に活用することは難しい
斜め写真を用いた渓流案内図作成や主要施設への
対空識別番号を設置する

現地調査
現地調査でアクセス道路の状況、
大型土のう等の設置可能箇所を確
認

緊急減災計画書（案）に基づ
き、緊急対策予定地を確認した

調査可能な場所を事前に抽出する

ヘリ調査

ヘリ調査を14回（のべ18時間）実
施（福岡管区気象台、土木研究
所、大学等が同乗）（1/21-
6/14）

緊急対策予定地の状況把握はで
きなかった

個別地点の状況把握に活用することは難しい

・斜め写真を用いた渓流案内図作成や主要施設へ
の対空識別番号の設置を行う
・現地位置確認のため、はるかぜ搭載のGPS基図
に、河川名、主要砂防施設、ランドマーク等を追
加する

噴火後にリアルタイムアナリシス
型ハザードマップシステムを構築

・噴火後のシステム構築のため
噴火時に使用できなかった
・計算ツールは整備されている
ため、計算は可能である（火砕
流、溶岩流の計算数時間程度で
可能）

適切な計算条件（規模、噴出率など）の設定が
必要

・噴火・土砂移動現象ごとに活用条件等を整理す
る
・複数条件によるプレアナリシス型ハザードマッ
プを準備する
・噴火数時間前に適切な計算条件（規模、噴出率
など）の情報等があれば、計算に反映可能

P14

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

（土砂移動に
影響する）

地形変化
の把握

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

緊急対策予定
地の状況把握

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所

P13

被災範囲
の想定

砂防施設の
点検調査

緊
 
急
 
調
 
査
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＜立入規制範囲内の降灰厚等の確認①～ヘリコプター調査＞ 

■ 以下の手順で確認する。 
Ⅰ（机上作業）事前に「目安となる物」（登山道標識、住宅、小屋、巨岩や樹木等）の位置を把握。 
Ⅱ（机上作業）ヘリからの確認地点（「目安となる物」）を立体マップ等に記載。該当箇所の写真集を事前準備。 
Ⅲ（ヘリ調査）ヘリ搭載 GPS および立体マップ、写真集等を参考に、目視により「目安となる物」が見えるかどうか 

を確認、または、望遠高解像度カメラによる写真撮影。 
Ⅳ（机上調査）ヘリ調査の結果を踏まえ、降灰厚を推定。 

 
※ 確認作業にあたり想定される問題等を以下に挙げる。 

・ 机上作業で抽出したヘリからの確認地点が、現状で、実際にヘリから確認できるかを検証する必要がある。 
・ 有人ヘリが使用出来ない場合、無人ヘリ等による飛行調査が実施可能か、事前に検証する必要がある。 
・ 目安となる物が少ない地域では、ポール等を落下させて目安とする。ただし、ポールが視認出来る 

箇所の地面に対して垂直となるように落下させる技術（方法）を開発する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目安となる物

白赤ポール

自動車 （小～中型セダン）150cm程度
（トラック）200cm程度

床面地上高 (b) （トラック）約90cm（80～100cm）

（小～中型セダン）約60cm（50～75cm）
（トラック）約90cm（80～105cm）
（小～中型セダン）約10cm（8～15cm）
（トラック）約15cm

道路関係・

交通標識等

人口構造物等 （平屋）5m程度
（2階建て）8m程度
（平屋）3m程度
（2階建て）6m程度

バス停
180cm程度

道路標識（標識板路側式）下端までの高さ
標準180又は250cm以上

道路標識（標識板片持・門型式等）下端までの高さ
標準500cm

登山道案内標識
150cm程度

電柱
10m程度（9m～13m）

ガードレールの最下段ケーブルの高さ
43cm

ガードレールのビーム中心高
60cm

視線誘導標識（反射体）の支柱の高さ
標準90cm

車両防護柵（ガードレール等）上端までの高さ
原則60～100cm

※「火山噴火緊急減災対策砂防のための緊急監視技術（案）」平成21年7月を参考として作成

2cmの長さで20cm間隔の色分け
（予め目立つ色に着色して設置し、位置情報を取得）

目安となる物の高さ

車高 (a)

タイヤ外径 (c)

住宅　最高高さ (e)

住宅　軒高 (f)

防災施設高さ
2m～15m程度

設置面からの
タイヤ高さ (d)

センターラインの塗装厚
0.5mm以下

霧島立体マップへの確認地点マークのイメージ 

降灰厚等の 
目安となる物
 
既設砂防施設
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図 4 新燃岳火口周辺の立入規制範囲付近でヘリ調査の目安となるものの位置 

（※鳥瞰イメージ基図として使用した Google earth の衛星画像は新燃岳噴火後の平成 23 年 3 月 11 日撮影） 

【ビジターセンター周辺の鳥瞰イメージ】 

○対地高度：約 600m（Google earth※で作成）
新燃岳 

新燃岳

新燃岳

火口から 2km 

火口から 3km 

火口から 4km 

＜目安となる物＞ 

・自動車 

・交通標識等 

・人工構造物 

（温泉施設） 

（防災施設） 

 

＜目安となる物＞ 

・自動車 

・交通標識等 

・人工構造物（ビジターセンター） 

【新湯温泉周辺の鳥瞰イメージ】 

○対地高度：約 500m（Google earth※で作成） 

新燃岳

【高千穂峰山頂小屋周辺の鳥瞰イメージ】 

○対地高度：約 900m（Google earth※で作成）

＜目安となる物＞ 

・人工構造物（山頂小屋） 

＜目安となる物＞ 

・避難小屋（住宅） 

【宮崎県ひなもり台県民ふれあいの森周辺の鳥瞰イメージ】

○対地高度：約 300m（Google earth※で作成）

＜目安となる物＞ 

・自動車 

・交通標識等 

・人工構造物（管理等、体育館等）

新燃岳

：人工構造物を含む目安 

：登山標識 

：バス停 

＜凡例＞ 

：自動降灰量計（既設） 

：自動降灰量計（案） 

新床展望台 

大浪池登山口 

新湯展望台

新湯温泉入口 
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＜立入規制範囲内の降灰厚等の確認②～その他（遠隔ロボット技術）＞ 

 

火口を含む火口から数 km 以内の危険区域内の現地情報は、以後の活動予測に大変重要な情報を与える

ことが考えられる。そのため、無人で危険区域内を調査できる手法を平常時に技術開発を行っておくこと

が望ましい。現段階で開発中の技術のいくつかを下記に示しておく。 
 
 
無人火山探査移動ステーション（ＭＯＶＥ）の開発 

 
 

＜目的＞ 
   ・火口および火口周辺の地上状況の把握 
   ・地震計等の火口周辺への緊急配置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無人航空機等の利用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
遠隔操作による小型クローラ移動ロボットの開発 

 

 

＜目的＞ 
   ・火口および火口周辺の地上状況の把握 

 

・ 現在、２種類のロボットを開発中 
＜タイプ１＞→救助ロボットの改良版（“Quince（改）”） 

重量：30kg以下、クローラダンプ等で登山道からおろして登らせるタイプ 
バッテリー：ビデオカメラのバッテリーで1.5～2.0hr程度稼働可能 
走行性能：平均25°の斜面を登坂可能、ただし、斜面横断については下へスリップしてしまう

ため、今後の改良が必要。 
     こぶし大の礫だったら乗り越え可能。 

 
 
 
 
 
 
 

 
＜タイプ２＞（“Track Walker”） 
 重量：12kg、無人ヘリで持って行くタイプ（無人ヘリの最大積載重量は20kg） 
 バッテリー：エネループで1.5hr程度稼働可能 
 走行性能：平均25°の斜面を登坂可能、斜面横断については実験していない。 
      速度は15～20cm/s程度（現在高速化検討中） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 現在は走行実験のみで観測項目の検討まで到達しておらず、カメラを搭載して火口付近を近距離から観測することを目的としている。 

 
参考文献：「小型クローラ移動ロボットの遠隔操作による火山活動区域の観察－浅間山での走行試験－」永谷圭司（東北大学）他、第11 回システムインテグレーショ

ン部門講演会、平成22年12月

（谷口宏充 東北大学 東北アジア研究センター教授） 
 

※ カメラや観測機器を取り付けた無人重機。活動中の火山の火口周辺に接近してデータやサンプルを取得できるツール
として期待できる。 

※ 火口カメラが被災したときの代替としても使用が可能 

参考文献：特定領域研究『火山爆発のダイナミックス』HPより(http://www.ganko.tohoku.ac.jp/touko/tokutei/index.html) 

 

MOVEから送信された映像

参考文献：「火山灰堆積調査法に関する共同研究報告書」、 

（独）土木研究所、平成21年1月 

（http://www.pwri.go.jp/team/volcano/kazanbai/391_4.pdf） 
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宮崎自動車道

高原町役場

都城市役所
国道10号

鹿
児
島
県

宮
崎
県

三股町

霧島市

小林市
えびの市湧水

町

曽於市

新燃岳

２ｋｍ

３ｋｍ

４ｋｍ

1
2

4 5
7

8 9

11

12

13

14 15
16

17

18

21

24

29

30

31

32

33

34 35

6

10

19

20

22

23

25

26
27

28

3

御鉢

番号 土石流危険渓流渓流番号 渓流名

1 04-202-1-018 中山谷１

2 04-202-2-020 望原谷１

3 04-202-2-021 望原谷２

4 04-202-2-022 望原谷３

5 04-202-2-023 中山谷２

6 04-202-2-504 馬渡川２

7 04-202-2-505 横尾川１

8 04-202-2-506 横尾川２

9 04-202-2-507 横尾川３

10 04-202-2-508 東牛ノ脛

11 04-344-1-503 古江川３

12 04-344-1-504 古江川４

13 04-344-1-505 城ヶ尾川２

14 04-344-1-506 下是位川内川１

15 04-344-1-507 下是位川内川４

16 04-344-1-508 浜之段川

17 04-344-1-509 瀬之口川

18 04-344-1-511 石風呂川１

19 04-344-1-512 山田川

20 04-344-2-501 池之原川

21 04-344-2-502 上是位川内川

22 04-344-2-503 上椎屋川

23 04-344-2-504 石風呂川２

24 04-344-2-506 石風呂川３

25 04-344-2-507 修行川

26 04-344-2-508 和田ノ上川７

27 04-344-2-509 和田ノ上川８

28 04-344-2-510 和田ノ上川６

29 05-361-2-503 御池川１

30 05-361-1-503 祓川

31 05-361-2-504 皇子川１

32 05-361-2-505 皇子川２

33 04-344-1-510 平山川

34 04-202-2-014 武床谷

35 04-202-1-015 荒襲谷

国道223号
国道223号

降灰状況調査（H23.1.28） 降灰量の現地調査状況 土石流氾濫シミュレーション状況

土石流発生有無確認調査 土砂移動状況調査

災害対策用ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ「はるかぜ号」

御鉢周辺降灰状況(H23.2.13)

【宮崎県】
・流域内の降灰状況調査
・土石流発生確認調査

【国土交通省】
・ヘリ調査
・降灰量調査
・航空レーザ測量
・既設砂防施設の空き容量確認調査
・土砂移動状況調査
・土石流発生確認調査
・土石流氾濫シミュレーション等

【鹿児島県】
・降灰量調査
・土砂移動状況調査
・UAV（自立無人航空機）による

地形測量
・既設砂防施設の空き容量確認調査

＜国土交通省、宮崎県、鹿児島県が実施した緊急調査＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 緊急調査実施状況図

凡例 

   土石流危険渓流 

   県境 

   市町村界 

新燃岳 ▲ 



 10

3.2 緊急ソフト対策の課題と今後の対応方針（案） 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3 緊急ソフト対策に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理 

計画以外にも実行できた事項 他機関が実施した事項 計画どおりに実行できた事項 実行できなかった事項 主な論点 ■アンダーライン：修正箇所 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

雨量計を概ね5kmメッ
シュに1箇所

【鹿児島県】
5/11-6/3 既設雨量計を降灰対
応型へ改良
（高千穂河原雨量計等の3局）

【気象庁】
雨量計を3箇所設置
（高原、山田、霧島牧園）
→3/2より気象庁HPで公開

新設等は実施していないが、鹿
児島県では降灰に対応した雨量
計に変更した

緊急時に雨量計をくまなく追加設置することは
困難である

監視カメラを渓流が
見渡せる地点（渓流
脇、既存・新設砂防
施設）に設置

土石流監視カメラを10箇所設置
し、関係機関に映像を配信した

【鹿児島県】
土石流監視カメラを2箇所設置
し、関係機関に映像を配信した
（H24.1.30）

・緊急対策の土石流監視カメラ
は、平成21年度計画で予定地点
にほぼ設置できた
・監視カメラ映像を関係機関に
提供
・提供を受けた自治体は警戒体
制中は監視カメラ映像を常時確
認

（水位・流量観測）
下流域で水位流量計を設置し、流
量観測を実施した

緊急時に、計画にはない対策を
柔軟に実施したことは評価でき
る

・水位流量計の設置箇所の電源確保が難しかっ
た
・平常時の渓流における降雨流出状況が不明で
あったため、噴火後の降灰の影響による流出率
の変化を把握できなかった

平常時から水位流量計を監視カメラとセットで設
置し、平常時の降雨流出状況を把握する

降
灰

降灰量計を、直轄事
務所、土木事務所、
市町庁舎等に設置。
当初は簡易計測、後
に自動降灰量計を設
置

自動降灰量計を2月に1箇所設置
（高千穂第5砂防堰堤）

【鹿児島県】
2/8-4/27 降灰量観測容器を29
箇所設置

【気象庁】
自動降灰量計を3箇所設置
（皇子原、夏尾、御池）

鹿児島県は降灰観測を多地点で
継続的に実施しており評価でき
る

ハザードマップを自
治体へ提供

自治体で防災マップが活用され
た

防災マップの想定規模以外の影響範囲を示した
ハザードマップの希望があったが、提供体制が
整っていなかった

プレアナリシス型ハザードマップの活用
（現在想定可能な現象・規模等の複数ケースを事
前に計算し，提供体制を整備する）

（その他の対応）

改正土砂法マニュアルを試行し
て、土石流による被害が想定され
る区域の設定結果（2/4）や雨量
基準を自治体へ提供

・関係機関との情報共有につい
て評価できる

・降雨と土砂流出状況を判断し
て適宜雨量基準を見直したこと
は評価できる

・氾濫区域を設定した既往最大24時間雨量
（438mm）と、基準雨量（1時間雨量4mm）との
区別の説明が難しかった。
・土石流想定氾濫区域が、事前想定よりも広域
であり、避難情報発表範囲の設定に苦慮した。
・避難対象区域の住民避難率が低かった。

・現在検討中

・土石流想定氾濫区域の見直しを、市町と連携し
て随時実施する。

（その他の対応）

渓流監視用カメラによる土石流映
像情報のインターネット配信
（宮崎県を通じて都城市、高原町
にも提供）

【鹿児島県】
・土石流監視の一環として、雨
量情報を公表している。また、
降灰量観測結果（2/8-）を公表
している。
・土石流監視カメラ２台の映像
を関係機関に配信

【気象庁】
監視カメラを３地点に設置
（遠望・赤外：八久保・高原西
麓・韓国岳）

・映像やデータが公表され、関
係機関の情報を共有できた

・インターネット配信を速やか
に整備できた

土石流発生の危険性のある渓流すべてには配置
されていない

渓流監視カメラが整備されていない渓流の整備を
進めていく。

（その他の対応）
コアメンバー会議等の集会に参加
して情報提供・共有を行った

【宮崎県・鹿児島県】
コアメンバー会議等の集会に参
加して情報提供・共有を行った

【関係機関】
コアメンバー会議等の集会に参加
して情報提供・共有を行った

内閣府主導のもと、政府支援
チームが活動し、「霧島山（新
燃岳）の噴火活動が活発化した
場合の避難計画策定のガイドラ
イン」等の成果を公表したこと
は評価できる

（その他の対応）
県市町へのリエゾン（情報連絡
員）の派遣

【宮崎県】
市町へのリエゾン（情報連絡
員）の派遣

必要な情報を入手できたとの評
価を受けた

火山や防災の専門家が望ましい

P15

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所

今後も、コアメンバー会議等の集会に参加するな
ど、平成23年噴火対応を活かして、さらに良好な
情報共有体制を目指していく。

土
石
流

監
視
観
測
機
器
の
設
置

ソ
フ
ト
対
策

避
難
対
策
を
支
援
す
る
た
め
の
情
報
提
供

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

・平成23年1月以降の噴火対応による監視観測機
器の新規設置箇所を踏まえて、優先度や設置箇所
を更新する

・次期噴火を想定して、現況監視機器で不足する
箇所や機器種類を絞り込む
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＜国土交通省が実施した緊急ソフト対策位置＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6 緊急ソフト対策実施位置図 
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霧島市

御鉢

番号 土石流危険渓流渓流番号 渓流名

1 04-202-1-018 中山谷１

2 04-202-2-020 望原谷１

3 04-202-2-021 望原谷２

4 04-202-2-022 望原谷３

5 04-202-2-023 中山谷２

6 04-202-2-504 馬渡川２

7 04-202-2-505 横尾川１

8 04-202-2-506 横尾川２

9 04-202-2-507 横尾川３

10 04-202-2-508 東牛ノ脛

11 04-344-1-503 古江川３

12 04-344-1-504 古江川４

13 04-344-1-505 城ヶ尾川２

14 04-344-1-506 下是位川内川１

15 04-344-1-507 下是位川内川４

16 04-344-1-508 浜之段川

17 04-344-1-509 瀬之口川

18 04-344-1-511 石風呂川１

19 04-344-1-512 山田川

20 04-344-2-501 池之原川

21 04-344-2-502 上是位川内川

22 04-344-2-503 上椎屋川

23 04-344-2-504 石風呂川２

24 04-344-2-506 石風呂川３

25 04-344-2-507 修行川

26 04-344-2-508 和田ノ上川７

27 04-344-2-509 和田ノ上川８

28 04-344-2-510 和田ノ上川６

29 05-361-2-503 御池川１

30 05-361-1-503 祓川

31 05-361-2-504 皇子川１

32 05-361-2-505 皇子川２

33 04-344-1-510 平山川

34 04-202-2-014 武床谷

35 04-202-1-015 荒襲谷

国道223号

国道223号

土石流センサー

既設（ 6箇所）

新設（17箇所）

ﾜｲﾔｰｾﾝｻｰ設置状況

（望原谷川砂防堰堤）

監視カメラ

既設（10箇所）

新設（11箇所）

監視カメラ

渓流監視カメラの映像
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3.3 緊急ハード対策の課題と今後の対応方針（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4 緊急ハード対策に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理（１） 

計画以外にも実行できた事項 他機関が実施した事項 計画どおりに実行できた事項 実行できなかった事項 主な論点 ■アンダーライン：修正箇所 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

小降雨（2年超過確率
雨量）で発生する土
石流に対して減災す
ることを第1目標とす
る

・諸条件を考慮して、可能な限り
の規模で対策を実施した

・諸条件を考慮して、可能な限
りの規模で対策を実施した

地形等の諸条件により施工可能
な施設規模により対応可能な土
石流規模を設定した

 設定した土砂流出規模に対し，限られた施工
期間と実施可能な現場条件が制約となった。

・既設施設の効果量と除石・緊急ハード施設によ
る効果量を組合せ、実施可能な施設が対応できる
土砂流出規模を緊急ハード対策の対象量として設
定する。
・工事の進捗に伴う効果量の算定方法を整理する

P10

既設堰堤の除石
2/9-5/31 既設堰堤の除石
（11箇所で実施）

【宮崎県】
既設堰堤の除石
【鹿児島県】
2/1-6/1 既設堰堤の除石
（2箇所で実施）

【林野庁】
既設治山堰堤の排土
（6箇所で実施）

計画どおりの工種・工法を採用
できた

工事用道路の整備に手間取った 関係機関と連携しながら、整備を進める

仮設堰堤工
（コンクリートブ
ロック、大型土の
う）

仮設堰堤工
（コンクリートブロック（中山
谷、武床谷））

【林野庁】
仮設横工（大型土のう）を1箇
所、治山堰堤を4基設置

・計画どおり対策を実施でき
た。
・土のう中詰め材に火山灰を流
用できた

仮設導流堤
（コンクリートブ
ロック、大型土の
う）

仮設導流堤
（大型土のう（荒川内川、望原
谷、中山谷））

【宮崎県】
-3/11仮設導流堤
（大型土のう（４渓流））

・計画どおり対策を実施でき
た。
・土のう中詰め材に火山灰を流
用できた

仮設遊砂地（仮設堰
堤＋掘削）

仮設遊砂地
（コンクリートブロック堰堤＋掘
削（荒襲谷））

計画どおり対策を実施できた

（その他工種工法）
流木対策として鋼製牛枠を設置
（祓川）

雲仙復興事務所から鋼製牛枠を
搬送して、流木対策を実施した
ことは評価できる

宮崎河川国道事務所の自前の鋼製牛枠はない 事前準備を進める

（その他工種工法）
仮設氾濫防止堤
（大型土のう（武床谷））

緊急時に、計画にはない対策を
柔軟に実施したことは評価でき
る

（その他工種工法）

【宮崎県】
-3/17 河道掘削（7箇所）

【鹿児島県】
河道掘削（1箇所）

緊急時に、計画にはない対策を
柔軟に実施したことは評価でき
る

既設堰堤の除石
11箇所で実施
（既設堰堤計画箇所：6箇所、既
設堰堤計画なし：5箇所）

【宮崎県】
降灰量調査に基づき抽出した35
渓流のうち、所管の既設砂防施
設等で対策実施

【鹿児島県】
霧島川、神宮川

【林野庁】
既設治山施設上流の6箇所で実施
（荒襲川：4箇所、荒川内川：1箇
所）

谷出口での仮設堰堤
工、仮設導流堤（砂
防施設がない渓流）

仮設堰堤工
（中山谷、武床谷）
仮設導流堤
（荒川内川、望原谷、中山谷）

【宮崎県】
丘陵部の21渓流のうち、現地調
査結果から優先度が高い４渓流
で仮設導流堤を設置

【林野庁】
治山堰堤を4基設置
（荒川内川（大型土のう）：1箇
所、丸谷川：3基、山田川：1基）

（その他工種工法）
流木対策として鋼製牛枠を設置
（祓川）

計画箇所周辺で実施できた

（その他工種工法）
氾濫防止堤
（大型土のう（武床谷））

計画箇所周辺で実施できた

（その他工種工法）

【宮崎県】
-3/17 河道掘削（7箇所）

【鹿児島県】
河道掘削（霧島川）

計画箇所周辺で実施できた

P16

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所

ハ
ー
ド
対
策

工
種
・
工
法

対
策
実
施
箇
所

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

他機関とも連携しながら、対策の優先箇所を検討
しつつ整備を進める

流下能力の調査と合わせて、適宜実施する

・工事用道路の整備に手間取った
・仮設や事前準備を実施していなかったため、
対策工事を円滑に開始できなかった

対策対象
とする

現象規模

・備蓄ブロックは、河川災害用ブロックであり
平積みができないため、砂防で活用が難しかっ
た

・砂防専用ブロックの製作に時間を要した

降灰の影響を受けた計画箇所の
中でも、対策が実施できた箇所
と対策が実施できなかった箇所
がある

今後も適宜実施する

・砂防専用のブロックを事前製作する
・転用可能なブロック備蓄状況を確認する
・河川災害用ブロックを含めた転用方法を検討す
る
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表 5 緊急ハード対策に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理（２） 

計画以外にも実行できた事項 他機関が実施した事項 計画どおりに実行できた事項 実行できなかった事項 主な論点 ■アンダーライン：修正箇所 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

噴火発生後、緊急調
査により降灰量・分
布を確認し、降灰の
影響等により土石流
の発生の危険性が高
まった渓流から実施
（噴火警戒レベル２
を想定）

爆発的噴火の発生後、降灰堆積を
確認し、危険渓流を抽出して実施
（噴火警戒レベル３）

危険渓流抽出後、速やかに実施
できた

・噴火警戒レベルの引き上げ情報のみで対策開
始のタイミングを設定することは困難である

・噴火警戒レベルとその他の情報を組み合わせた
実施タイミングの設定方法を検討する

・大きな噴火につながる情報として、どういう火
山情報を受け取ったら、対応するのか整理する

P16～17

１週間、１ヶ月、
３ヶ月で効果が得ら
れる対策

各対策現場における工事期間は約
10日から2ヶ月程度であり、全工
事完了まで4ヶ月程度

各現場における対策の工事期間
は10日程度から2ヶ月程度と異な
る。異なる現場の工事を平行し
て実施できなかったため、全工
事完了まで4ヶ月の期間を要した

今回は1月に噴火したこともあり、噴火後は降
水量が少ない期間があったが、噴火時期（梅雨
期等）によっては時間的制約が生じる可能性が
あり、なるべく工期を短縮する必要がある

実際の対応を踏まえながら、適宜実施する P16

土砂移動検知センサ
（ワイヤーセンサと
振動・音響センサを
セット）を、緊急避
難の時間を考慮し工
事箇所の上流2kmより
上流に設置。

平成23年1月噴火では実施してい
ない

機器設置にあたり、電源の確保や用地の調整が
必要である

事前に調整を進める

基準雨量の設定

具体的な基準雨量の数値は設定す
るとともに、現場内、もしくは山
の周辺で降雨が確認された場合、
もしくは噴煙等で山が覆われ降雨
の確認そのものができない場合は
工事中止

緊急的に具体的な基準雨量を設
定することは難しいため、暫定
的な基準としては評価できる

適切な設定であったかを検証する必要がある

連絡体制の整備
火山監視員が異常を確認した場
合、現場代理人に無線連絡し、工
事従事者に警告する

緊急的に連絡体制が整備されて
おり評価できる

（その他の対応） 安全対策会議の開催

（その他の対応） 噴石避難壕・熱風避難壕の設置

（その他の対応） 火山監視員体制の構築
通常工事では火山活動を監視し
ないため評価できる

霧島山では谷に入ると山が見えないため、工事
現場近傍で火砕流を監視することは困難な場合
がある

通常工事での安全対策を実施に
加えて、噴石避難壕・熱風避難
壕を設置して火山対策を行って
いることは評価できる

・火山活動が活発な状況下での工事を想定し、対
策工事実施の判断材料として、火山監視員による
火山活動の確認、火山監視観測機器による異常検
知の情報を追加する

・大きな噴火につながる情報として、どういう火
山情報を受け取ったら、対応するのか整理する

・火砕流に対する安全対策が不十分である（火
砕流の監視、情報伝達方法など）

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

緊
急
ハ
ー
ド
対
策
工
事
の
安
全
確
保

対策実施
タイミング

ハ
ー
ド
対
策

対策実施
期間

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所

P16～17
P19
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宮崎自動車道

高原町役場

都城市役所

国道10号

鹿
児
島
県

宮
崎
県

三股町

霧島市

小林市
えびの市湧水

町

曽於市

新燃岳

２ｋｍ

３ｋｍ

４ｋｍ

1
2

4 5
7

8 9

11

12

13

14 15
16

17

18

21

24

29

30

31

32

33

34 35

6

10

19

20

22

23

25

26
27

28

3

霧島市

御鉢

武床谷
【土のう積，ブロック積】

望原谷川
【除石，土のう積,ブロック積】

丸谷第２砂防堰堤【除石】

御池第１砂防堰堤【除石】

高千穂第１砂防堰堤【除石】

折田代川【除石】

荒襲川
【除石,ブロック積，土のう積】

荒川内川上流
【除石,ブロック積，土のう積】

蒲牟田第１砂防堰堤【除石】
国道223号

国道223号

矢岳第３砂防堰堤【除石】

高千穂第２砂防堰堤【除石】

高千穂第３砂防堰堤【除石】

祓川第１砂防堰堤【除石,鋼製牛枠】

大幡第４砂防堰堤【除石】

霧島川【河道掘削】

霧島川６号砂防堰堤【除石】

神宮川１号砂防堰堤【除石】

荒襲川【伐木,除石】

庄内川【除石】

金山川【除石】

荒川内川【除石】 丸谷川【除石,土のう積】

城ケ尾川２【土のう積】

東牛ノ脛【土のう積】

山田川【除石】

石風呂川２【土のう積】

石風呂川３【土のう積】

渡司川【除石】

湯之元川【除石】

高崎川【除石】

緊急対策工事凡例

国土交通省

宮崎県

鹿児島県

緊急対策工事凡例

国土交通省

宮崎県

鹿児島県

土のう積除石 鋼製牛枠ブロック積

＜国土交通省、宮崎県、鹿児島県が実施した緊急ハード対策＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 緊急ハード対策実施位置図

凡例 

   土石流危険渓流 

   県境 

   市町村界 

新燃岳 ▲ 
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3.4 平常時の準備の課題と今後の対応方針（案） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 6 平常時の準備に関する平成２１年度緊急減災計画と平成２３年噴火対応の整理 

噴火前から実施できた事項 噴火後に実施した事項 主な論点 ■アンダーライン：修正箇所 

内容 国土交通省 宮崎県・鹿児島県

国有林内での対策に
関する調整

噴火後に実施
【宮崎県・鹿児島県】
噴火後に実施

-
国土交通省と県は、2月に臨時の
治山連絡協議会などにより、林
野庁と調整を行った

今後も調整を進める

国立公園内および国
有林内での観測機器
設置の許可

噴火後に実施 - -
国土交通省は、環境省と随時調
整をおこなった

今後も緊密に調整を図っていく必要がある

土地の調整 噴火後に実施
【宮崎県】
噴火後に実施

-
県は、対策予定箇所の地権者が
民地である場合、個別に調整す
る必要があった

地権者の了解が得られない場合、工事実施に支
障をきたす可能性がある

平常時から登記確認等を実施する

土捨て場の確保 噴火後に実施
【宮崎県・鹿児島県】
噴火後に実施

-
県は土捨て場の調整が難航した
ことから、平常時からの準備の
重要性が確認された

土捨て場の確保は、除石等の対策工事実施に支
障をきたす可能性がある

緊急時に公有地を確保することは難しいことか
ら、平常時から国、県、市町が調整を進める必要
がある

無人化施工の準備 噴火後に実施 - -
無人化施工工事の準備を迅速に
実施したことは評価できる

・現場が狭隘で、複数台の機械での施工に安全
面において問題があり実施できなかった
・複数台の機械での施工ができないため、施工
能力が確保できなかった
・有人施工との併用も安全面から実施できか
なった

無人化施工が実施できない箇所もあるため、無人
化施工が適している箇所を整理する

工事用道路の整備・
除石を行うための管
理用道路の整備

噴火後に実施
【宮崎県・鹿児島県】
噴火後に実施

-
県は、対策予定箇所の地権者が
民地である場合、個別に調整す
る必要があった

・地権者の了解が得られない場合、工事実施に
支障をきたす可能性がある
・工事用道路の整備に時間がかかった

・平常時から対策予定地の地権者の確認等を進め
る必要がある
・平常時から対策予定箇所において工事用道路・
除石を行うための管理用道路を整備する

緊急ハード対策資機
材の備蓄・調達

噴火後に実施
【宮崎県・鹿児島県】
噴火後に実施

-

・仮設堤工や仮設導流堤工は資
機材の備蓄・調達が必要であ
り、除石工に比べ、対策開始時
期が遅くなった
・噴火後に他地域から資機材を
迅速に調達したことは評価でき
る

・河川災害用ブロックのみの備蓄しかしておら
ず、砂防専用ブロックの備蓄がなかった

・砂防専用ブロックの製作に1ヶ月以上の期間
が必要であるため、既設ブロックの転用方法と
新たなブロック製作の組合せを検討する必要が
ある

・ブロック等の仮置き場を確保する必要がある

・対策に必要な資機材の確保や仮置き場の確保に
ついて調整をすすめる

・河川災害用ブロックを含めた転用方法を検討す
る

火山防災ステーショ
ン機能の強化

噴火後に実施 - -

・大淀川砂防出張所の役割を、
緊急対策工事の監督、関係機関
や地権者との調整、マスコミ対
応、地元自治体との合同調査の
拠点として活用できた
・応援職員を追加して対応でき
た

机や電話等の執務環境、車両や打合せスペース
の整備が必要

不足事項についての整備を進める

火山データベースの
整備

-
【鹿児島県】
平常時から実施

-
鹿児島県は、台帳の電子化を進
めており、WebGISで閲覧可能で
あった

・管轄によっては施設整備台帳が古く、他部局
の既設施設諸元、下流河川の流下能力等が把握
できなかった
・火山が宮崎県・鹿児島県にまたがっているた
め、火山全体の図面等を整理しておく必要があ
る

現在実施中である

関係機関との連携体
制の確立

平常時から実施
【宮崎県・鹿児島県】
平常時から実施

-

・平常時から継続して霧島火山
防災検討委員会・分科会、霧島
火山防災連絡会を開催していた
ことが関係機関の意思疎通に効
果的であった
・噴火後も、コアメンバー会議
等により、関係機関と連携し
て、情報共有することができた

今後も継続的に実施する

P21～24

平成23年噴火後の対応

砂防部局
その他関係機関による対応

項目

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画（案）

平常時の準備

今後の噴火対応方針（案）評価 課題
計画書

修正箇所
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４．今後対応すべきことのまとめ 

項目 課題 平成 23 年度に実施済みの事項（2 月時点） 平成 23 年度に実施予定（検討中を含む） 平成 24 年度以降に実施（予定） 
土地の調整（工事用

道路等も含む） 
地権者の了解が得られない場合、工事実施に支障を

きたす可能性がある 
 対策計画箇所の地権者の確認 対策計画箇所の地権者の確認 

土捨て場の確保 土捨て場の確保は、除石等の対策工事実施に支障を

きたす可能性がある 
ストックヤード、土捨て場の確保 ストックヤード、土捨て場の確保（随時） ストックヤード、土捨て場の確保（随時） 

無人化施工の準備 現場が狭隘で、複数台の機械での施工に安全面にお

いて問題があった 
  無人化施工に適する箇所の条件を整理し、抽出

する 
緊急ハード対策資機

材の備蓄・調達 
河川災害用ブロックのみの備蓄しかしておらず、砂

防専用ブロックの備蓄がなかった 
土のう製作・備蓄 資機材の備蓄、ブロック製作 

 
・資機材の備蓄、ブロック製作 
・河川災害用ブロックの転用方法の検討 

火山データベースの

整備 
管轄によっては施設台帳が古く、他部局の既設施設

諸元、下流河川の流下能力が把握できなかった 
火山が宮崎県・鹿児島県にまたがっているため、火

山全体の図面等を整理しておく 

図面等基本情報の所持状況確認、収集整理 
 
新たな降灰により土石流発生の可能性がある

危険渓流の抽出 

 ・火山砂防データベースの整備 
・ホームページの拡充 
 

平
常
時
か
ら
の
準
備 

防災訓練  情報伝達の噴火訓練（12 月 26 日実施）   
（土砂移動に影響す

る）地形変化把握 
ヘリ調査項目に土砂移動に影響する地形変化の概

況把握を追加し、具体な調査項目を設定する 
 立入規制範囲内の降灰状況確認のための準備

（ランドマークの抽出等） 
 

砂防施設の点検調査 降雨直後の堰堤の堆砂状況確認がその都度ごとに

実施できなかった 
堰堤堆砂域の測量調査  ・堰堤にスケールとなる目標物を設置して監視

カメラで堆砂状況を確認する 
・調査可能な場所を事前に抽出する 

降灰・不安定土砂の

把握 
渓流上流部に立ち入ることができなかったため、降

灰状況が把握できなかった 
降灰後、どのような要因が土石流発生のトリガーと

なるのかが分かっていない 

・簡易降灰量計、自動降灰量計（1 基）の設置

・ヘリ以外の飛行調査の準備 
・自動降灰量計の追加設置 
・立入規制範囲内の降灰状況確認のための準備 
・土石流発生の危険性が判断できるような調査

方法を整理する 

 

降雨状況・土砂移動

の把握 
出水毎の流出土砂量の把握が難しかった ・ワイヤーセンサー箇所への監視カメラ設置 

・ワイヤーセンサーの追加設置 
降雨流出状況の VTR 解析 ・流域全体の土砂収支を把握するための調査・

解析手法の構築 
・既設施設の下流へ流下した土砂量の把握手法

の検討 

緊
急
調
査 

被災範囲の想定 適切な計算条件（規模、噴出率など）の設定が必要   プレアナリシス型ハザードマップの改訂 
水位流量計の設置箇所の電源確保が難しかった 水位計の設置（荒襲川）   

平常時の渓流における降雨流出状況が不明であっ

たため、噴火後の降灰の影響による流出率の変化を

把握できなかった 

流下能力調査 降雨流出状況の VTR 解析 花堂橋・高千穂流路工での流量観測 

監視観測機器の設置 

噴火後の立入規制範囲の拡大により、監視観測機器

の保守点検が実施できなかった箇所があった 
 立ち入り禁止区域内の土石流監視センサ・カメ

ラ等の新燃岳から半径４ｋｍ外への移設検討 
土石流監視センサ・カメラ等の新燃岳から半径

４ｋｍ外への移設実施 
氾濫区域を設定した既往最大 24 時間雨量と、基準

雨量との区別の説明が難しかった 
土石流の基準雨量検討   

緊
急
ソ
フ
ト
対
策 

避難対策を支援する

ための情報提供 
改正土砂法を試行した土石流想定氾濫区域が、ハザ

ードマップによる事前想定よりも広域であり、避難

情報発表範囲の設定に苦慮した 

 別途検討中  

工種・工法 設定した土砂流出規模に対し、限られた施工期間と

実施可能な現場条件が制約となった 
 新設堰堤（恒久対策）の計画検討 ・既設施設の効果量と除石・緊急ハード施設に

よる効果量を組み合わせ、実施可能な施設が対

応できる土砂流出規模を検討する 
・工事進捗に伴う効果量算定方法の整理 
・新設堰堤（恒久対策）の整備 

対策実施タイミング 噴火警戒レベルの引き上げ情報でタイミングを設

定することは困難である 
 大きな噴火につながる情報としての火山情報

と、その対応を整理する 
 

緊
急
ハ
ー
ド
対
策 

対策工事の安全確保 火砕流に対する安全対策が不十分である   噴火情報の伝達方法の検討 
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4.1 その他の課題 
 緊急減災対応に関連する課題とは別に、噴火対応の中での「その他の課題」を以下に示す。 
 
・ 気象庁発表の降雨予報情報が広域すぎる。土石流の発生源に近い場所での降雨予報が欲しい。

（市町） 
・ 職員の火山に関するノウハウが不足。（市町） 
・ 噴石到達付近に避難施設（避難壕）が必要。（市町） 
・ 家畜やペットは避難できないため、エサやり等の世話のために自宅に戻った人がいる。平常

時から家畜の避難先の確保が必要。（市町） 
 
 
4.2 その他の評価事項 
 緊急減災対応に関連する評価とは別に、噴火対応の中での「その他の評価事項」を以下に示す。 
 
・ 気象台から、噴火状況に関する情報が毎日提供され、また、月に１度は直接説明があり、噴

火状況の理解が深まった。（市町） 
・ 国、県、気象台と随時情報をやりとりしながら噴火状況を確認できた。（県） 
・ 政府支援チーム、内閣府のアドバイスが有効だった。（県） 
・ コアメンバー会議により、関係機関との情報共有・対応の全体像を把握できた。また、国の

専門家や学識者と直接意見交換ができ、疑問事項への回答や要請事項への対応が迅速に行わ

れた。（市町） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.3 次回噴火にむけた準備・実施事項 
新燃岳の次回噴火に向けて、準備・実施している事項を以下に示す。 
機関 内容 

噴火訓練 
浸透能調査 
図面等基本情報の所持状況確認、収集整理 
簡易降灰量計、自動降灰量計の設置 
流下能力調査 
ヘリ以外の飛行調査の準備 
ストックヤード、土捨て場の確保 

国土 
交通省 

関係機関への事前情報提供、協議 
土のう製作・備蓄 
新たな降灰により土石流発生の可能性がある危険渓流の抽出 
降灰時の対応協議（小林市、えびの市、高原町、県土木事務所） 
砂防施設の点検（空き容量の確認、除石工事などの施工計画の検討 等） 

宮崎県 
砂防課 

県総合河川砂防情報システムの改修工事（新燃岳周辺情報機能の追加：現在作業中）

砂防施設の点検（空き容量や渓流の状況把握） 
土石流の基準雨量検討 
ワイヤーセンサー箇所への監視カメラ設置 
ワイヤーセンサーの追加設置 

鹿児島県

砂防課 

大規模噴火に備えた砂防堰堤の整備 
鹿児島県

危機管理

課 

霧島市以外の周辺市町への避難体制整備の呼びかけ 

エリアメールによる情報提供（12 月 1 日以降） 
降灰による土石流避難対象地区に、戸別防災無線を設置予定 
（現状は親局を整備中、H24.1 月から 3 月で順次設置） 
住民説明会（西岳地区体育館、夏尾）を実施（12 月 19 日） 

都城市 

訓練実施予定 
屋外拡声器を設置予定 高原町 
避難所の耐火工事を実施予定 
牧園・霧島地区（86 世帯 146 人、2 事業所、10 宿泊施設）で避難訓練を実施予定（平

成 24 年 1 月） 
鹿児島地方気象台による活動状況の住民説明会を同地区対象で開催（12 月 15 日）。

霧島市 

モーターサイレン、戸別受信機の整備（1 月工事着工、3 月完成予定） 
案内看板の設置（噴火警戒レベルの説明、モーターサイレン吹鳴時の対応、火山現

象に応じた防災行動等（日本語、英語、中国語、韓国語の 4 ヶ国表記）） 
環霧島 
会議 

避難壕設置箇所の検討 
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５．今後の予定 

霧島火山緊急減災砂防計画は以下に示すロードマップで検討を進める。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 霧島火山緊急減災砂防計画検討分科会のロードマップ 
 
 

御鉢・新燃岳 新燃岳  
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６．参考資料 

6.1 火山噴火緊急減災対策砂防計画の概要 
火山災害は風水害などの自然災害に比べ、頻繁には発生しないこと、また土砂災害の種類、発

生時期、場所の予測も困難である。したがって可能な限りの平常時から基本対策の整備を図って

いくとともに緊急時のオペレーション能力の向上が重要である。 
霧島山では、平成 17 年度に霧島火山防災検討委員会が設置され、各分科会を通じて火山防災

が検討されてきた。平成 20 年度からは、緊急減災分科会が設置され、現時点で火山噴火が活発

化したときに出来る対策を、現在の砂防施設の整備状況や、社会環境などを踏まえて検討し、平

成 21 年度には、可能な限り被害を軽減（減災）するためのハード・ソフトからなる緊急的な対

策である霧島山火山噴火緊急減災対策砂防計画（案）をとりまとめた。 
緊急減災計画は、砂防施設の整備の進捗、社会・自然環境の変化や新たな科学技術の進歩・知

見を踏まえ、適宜、点検・評価、それに基づく処置・改善（PDCA サイクルの実施）を行う。今

回、平成 23 年 1 月以降の霧島山新燃岳噴火における対応を受け、平成 21 年度計画の点検・評価

を行うものである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 緊急減災対策砂防計画の継続的な改善のイメージ 
 
 
 

6.2 霧島火山防災検討委員会・分科会の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 10 検討委員会・分科会の経緯 

H20

H17
災害予測図分科会

H19

H18
危機管理分科会 防災啓発分科会

霧島火山防災検討委員会

災害予測図分科会

災害予測図分科会

危機管理分科会 防災啓発分科会

霧島火山防災検討委員会

霧島火山防災検討委員会

危機管理分科会 防災啓発分科会

緊急減災分科会

緊急減災分科会

H21

霧島火山防災検討委員会

緊急減災分科会

緊急減災分科会

霧島火山防災検討委員会

防災マップの作成
住民説明会の開催・配布

（環霧島会議）

H23

緊急減災分科会

新燃岳・御鉢

新燃岳・御鉢

新燃岳・御鉢

新燃岳・御鉢

新燃岳

霧島火山防災基礎資料
の作成

H22

災害予測図分科会
霧島火山の過去の活動履歴を調査
し、噴火シナリオ（噴火規模、想定火
口、想定規模）を設定。それらを基
に火山現象による影響範囲を火山
災害予測図として整理

災害予測図分科会
霧島火山の過去の活動履歴を調査
し、噴火シナリオ（噴火規模、想定火
口、想定規模）を設定。それらを基
に火山現象による影響範囲を火山
災害予測図として整理

危機管理分科会
霧島火山の噴火時のリスクを明確
にし、各機関の役割と防災行動を噴
火対応ドリルとして整理した。また、
火山噴火時の防災対応のあり方を
取りまとめた。

防災啓発分科会
火山災害を軽減するための、防災
教育・啓発活動の実行プログラムの
骨子および防災マップの共通情報
部分を作成

霧島火山
緊急減災砂防計画検討分科会
霧島火山の噴火活動が活発化した
ときに実施する緊急減災砂防計画
の検討

霧島火山防災検討委員会
（検討項目）
1.霧島火山群における火山防災の方向性
2.包括的な防災対策
3.上記各号の実施に向けての課題解決

各検討事項について詳細検討を行うため
分科会を設置できる（規約第4条）

緊急減災分科会
新燃岳

緊急減災分科会
新燃岳

砂防施設の整備

Plan(計画)

Do(実施・実行)

緊急減災計画の準備
・資機材備蓄
・関係機関との調整

関係機関の防災体制
・防災対策
・防災マップ

Act(処置・改善)

基
本
対
策
の
整
備

平成21年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画

Act(処置・改善)

Plan(計画)

Plan(計画)
Check(点検・評価)

Do(実施・実行)

平成23年1月以降の
新燃岳噴火対応

・計画的な砂防施設整備

・緊急減災対策のための
平常時からの準備

訓練の実施

平成23年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画

平成○○年度
霧島火山緊急減災対策砂防計画

Check(点検・評価)
平成23年度第1回（通算第5回）～第3回（通算第7回）

霧島火山噴火緊急減災対策砂防計画検討分科会
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6.3 平成 21 年度緊急減災計画の概要 
＜計画の構成と内容＞ 

 
1. 霧島火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定にあたって 

 

2. 霧島火山で想定される噴火シナリオと土砂災害 

2.1 新燃岳の噴火と土砂災害 

2.2 御鉢の噴火と土砂災害 

2.3 噴火シナリオと土砂災害 

 
3. 緊急減災対策方針 

3.1 緊急減災対策の方針 

3.2 対策対象とする現象・規模 

 
4. 緊急ハード対策 

緊急ハード対策は、火山活動の推移（≒時間的な余裕）や荒廃状況（場所）に応じて、砂

防施設の新規設置と既設の機能回復（除石）・強化を組み合わせて実施し、噴火による土砂災

害の被害を軽減する。 
4.1 対策可能期間 

4.2 対策箇所 

4.3 対策工の構造 

4.4 対策開始のタイミング 

4.5 緊急減災対策の実施 

4.6 対策実施体制 

4.7 緊急ハード対策の流れ 

 
5. 緊急ソフト対策 

緊急ソフト対策は「噴火時緊急調査」「火山監視機器の緊急的な整備」「噴火時のリアルタ

イムでのハザードマップ作成」「情報配信システムの整備」など緊急対策の工事の安全確保や

避難対策を支援するための情報提供について火山活動の推移に応じて実施する。 
5.1 緊急ハード対策工事の安全確保 

5.2 監視観測機器の緊急整備 

5.3 火山噴火時の緊急調査 

5.4 避難対策を支援するための情報提供 

 
6. 平常時からの準備事項 

緊急減災対策を迅速に実施するために、必要となる諸手続きや関係機関との連携事項につ

いて整理し調整を進める。また、工事用道路の整備、緊急支援資機材の備蓄調達方法の検討、

火山防災ステーション機能の強化、火山データベースの整備について検討を進める。 
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（参考）＜新燃岳噴火に際し気象庁から発表される主な情報の伝達経路と、発表回数およびタイミング（平成 23 年 1 月 19 日～平成 23 年 2 月 18 日）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発表情報 発表回数 

噴火に関する火山観測報 
- 

（未確認） 

噴火警報 3 回 

火山の状況に関する解説情報 34 回 

降灰予報 34 回 

火山活動解説資料 
17 回 

（月報 1回含む） 

報道
機関

宮崎県庁
鹿児島県庁

宮崎河川国道事務所
大隅河川国道事務所

自衛隊・警察・消防 等

噴火

前兆現象

地震計
空振計
GPS

傾斜計
遠望カメラ

防災科学技術研究所
国土地理院 等

東京大学地震研究所
鹿児島大学 等

地震計
全磁力計

GPS
傾斜計

地震計
傾斜計
GPS

観
測

観
測

新燃岳

九州地方整備局 等

宮崎県の市町村
鹿児島県の市町村

宮崎地方気象台

鹿児島地方気象台 電
話
、
フ
ァ
ッ
ク
ス
、
携
帯
メ
ー
ル

防
災
情
報
提
供
シ
ス
テ
ム

防災情報提供システム

NHK、NTT、JR九州 等

【噴火警報】などの緊急情報

（気象庁から発表される主な情報）
【噴火に関する火山観測報】
【噴火警報】
【火山の状況に関する解説情報】
【降灰予報】
【火山活動解説資料】

福岡管区気象台
鹿児島地方気象台

24h監視

データ
提供

気象庁

データ
提供

観測・
24h監視 24h監視

気象庁
気象業務
支援センター

◆ 観測データ（気象庁観測データ以外も含む）は、福岡管区気象台および鹿児島地方気象台で、24 時間体制で監視さ

れている。観測データの解析は、福岡管区気象台が担当している。 
◆ 気象庁からは、システム等による即時的な情報の発信に加え、ホームページ上に資料が掲載される。 
◆ 下図で示した主な情報以外では、週間地震火山概況、定期の火山解説資料（月報）、報道発表資料等がある。報道発

表資料では、火山噴火予知連絡会の見解等が公表される。（火山噴火予知連絡会の見解はホームページ上でも公表）

（対象期間：平成 23 年 1月 19 日～平成 23 年 2月 18 日） 

1/19
18:10

1/21
18:20

1/26
15:30

1/26
18:00

1/26
20:30

1/27
20:00

1/28
20:00

1/31
01:35

1/31
18:40

1/31
04:00

2/1
11:20

2/2
21:00

2/1
18:30

2/3
19:00

2/4
16:00

2/7
16:15

2/8
14:00

2/9
16:30

2/13
16:10

2/14
20:15

2/18
19:30

1/19
1:27

1/26
7:31

1/27
15:41

1/28
12:47

2/1
7:54

2/11
11:36

1/30
13:57

2/14
5:07

2/18
18:16

2/1 23:19
2/2 5:25

2/2 10:47
2/2 15:53

2/3 8:09
2/7

18:09 （継続）

爆発的噴火

小規模噴火

火山活動解説資料（気象庁発表）

噴火警報（気象庁発表）

＜凡例＞

2/4
9:42
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（参考）平成 23 年 1 月 19 日から約 1ヶ月間に気象庁から発表された火山活動解説資料の内容（●は記載のある項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○火山活動解説資料 平成 23 年 1 月 26 日 15 時 30 分発表．気象庁（抜粋） ○降灰予報 平成 23 年 1 月 27 日 21 時 00 分発表．気象庁 

21日 9日 13日
18:10 18:20 15:30 20:30 20:00 20:00 4:00 18:40 18:30 21:00 19:00 16:00 16:15 14:00 16:30 16:10 20:15 19:30

噴煙 ● - ● ● ● ● - - ● - ● - ● ● ● ● ● ●
地震 ● - ● - ● ● - - ● ● - - - ● - - ● -
火山性微動 ● - ● ● ● - - - - - - - - ● - - - -
空振 ● - ● - ● - - - ● - - - - ● - - ● -
降灰 ● - ● - - - - - - - - - - ● - - - -
火山灰解析 - - - ● - - - - - - - - - - - - - -
衛星画像解析 - - - - - - ● - - - - - - - - - - -
地殻変動状況 - - - - - - - - - - - - - ● - - - -
日最高噴煙高度 ● - - - - - - - - - - - - ● - - - -
地震 ● - - - - - - - - - - - - ● - - - -
震源分布 - - - - - - - - - - - - - ● - - - -
火山性微動 ● - ● ● - - - - - - - - - ● - - - -
空振 ● - - - - - - - - - - - - - - - - -
降灰 ● - - - - ● - - - - - - - ● - - - -
基線長変化 - - - - - - - - - - - - - ● - - - -
降灰調査 ● - ● - - ● - - - - - - - ● - - - -
噴石調査 - - - - ● ● - - ● - - - - ● - - ● -
噴煙柱高度・噴石飛散状況 - - - - - ● - - - - - - - - - - - -
火口周辺温度 - - - - - ● - - - ● - - - - - - - -
火口状況 - ● ● - ● - - ● ● ● ● ● ● ● ● ● - ●
火口赤外熱映像 - ● ● - ● - - ● - ● ● - ● ● - - - -
噴石飛散状況 - - - - - - - - ● - - - - - - - - -

注意事項 降灰・噴石・空振 - - - - - - - - ● - - - - - - - - -
※ヘリ調査は、海上自衛隊、国道交通省、鹿児島県の機材を使用し、共同で実施。

火
山
活
動
解
説
資
料

2月

地上調査

各種観測
データ
（図情報）

ヘリ調査
※

活動概況
活動状況

小
規
模
噴
火

1月

小
規
模
噴
火

19日 8日26日 4日

小
規
模
噴
火

27日

爆
発
的
噴
火
①

28日

爆
発
的
噴
火
②

　31日

爆
発
的
噴
火
③

爆
発
的
噴
火
④

1日

爆
発
的
噴
火
⑤

2日

爆
発
的
噴
火
⑥
⑦
⑧

爆
発
的
噴
火
⑨

3日 18日

爆
発
的
噴
火
⑪

爆
発
的
噴
火
⑫

7日

小
規
模
噴
火

爆
発
的
噴
火
⑩

14日30日 11日
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増圧傾向が停止
あるいは

減圧に転ずるが，噴火
は始まっていない

新燃岳直下で
増圧検知

小規模噴火が再開

噴火活動
2011.1.26～

断続的噴火活動

間欠的に
小規模噴火

西側山上がり傾斜
etc

2012年2月以降？

傾斜計の情報が得られ
ず噴火した場合は噴煙

柱高度に着目する

GPSデータはリアルタイム
に得られない可能性有り

新燃岳直下で
地震活動増加

西側深部マグマ溜まり

噴煙柱高度
3000m以上

大噴火への対応開始
（または開始を検討）

小～中噴火が
断続的発生

NO

NO

YES
急激な減圧を
傾斜計で確認

気象庁が噴火警戒
レベル引き上げ

（レベル３→４、５）
YES

＜新燃岳マグマ噴火で今後想定される活動推移のイメージ－鍵山委員の指導のもとに作成－＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【霧島山（新燃岳）の火山活動に関する火山噴火予知連絡会拡大幹事会見解】 

ＧＰＳの観測では、2009 年 12 月から霧島山周辺では地盤の伸びが観測されていましたが、噴火活動が活発化

するのに伴い縮みに転じました。1 月 26 日からは、傾斜・ひずみ観測により、顕著な噴煙活動期や火口内への

溶岩の噴出期に収縮率が大きくなる傾向が認められます。収縮は、新燃岳の北西数 km の地下深くに存在するマ

グマだまりから新燃岳へマグマが上昇・噴出していったことを示すと推定されます。収縮に伴う地盤の縮みは、

2009 年 12 月からの伸びの 4 分の 3 程度となっています。収縮は 1 月 31 日から鈍化・停滞していますが、2 月 1
日以降は、活発な爆発的噴火活動が続いています。 

（「報道発表資料.平成 23 年 2 月 3 日.気象庁」より抜粋）

【「だいち」のデータから霧島山（新燃岳）の地殻変動を面的に把握】 

新燃岳火口の西北西約 7km で、最大約 6cm の地殻変動が観測されました。地殻変動は、鹿児島県霧島市・姶

良郡湧水町、宮崎県えびの市・小林市の一部を含む東西約 25km、南北約 15km の範囲に及んでいます。この地

殻変動分布は、新燃岳火口の数 km 西北西の地下にあるマグマ溜まりが 1 月 26 日からの噴火で収縮したことに

より生じたと考えられます。 
（「報道発表資料.平成 23 年 2 月 22 日.国土地理院」より抜粋）

噴火時に移動？ 

新燃岳 

★ 2009 年 12 月から 2011 年 1 月
のＧＰＳデータから推定される
膨張源（新燃岳北西約数 km）

えびの市 

小林市 

高原町 

都城市 

霧島市 

（基図：Google earth より作成） 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 傾斜計位置（気象庁設置、基図
の範囲内のみ表示） 

（参考）新燃岳噴火に伴う地殻変動について 

■調査・工事実施判断に必要な情報 
傾斜計（気象庁，防災科技研，大学） 
ＧＰＳ（国土地理院，防災課技研） 
その他 地震計，監視カメラ、目視等 

参考資料 

緊急調査や工事現場の安全対策

のための噴火活動推移の確認 

→大噴火が想定される場合に

は、ただちに調査・工事を中止 

大噴火に対して円滑に対応する

ために、大噴火につながる情報

発表時の参考としてもらうこと

も考えられる 

砂

防

部

局 

そ

の

他

機

関 

活
用
イ
メ
ー
ジ 
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図 11 平成 21 年度計画における緊急ハード対策計画位置図と平成 23 年噴火後の対策実施渓流

高崎川（大幡川、矢岳川） 

高千穂川 

祓川 

御池川 1 

武床川 

荒襲谷 望原谷 1(荒川内川)

望原谷 2 

中山谷 1

霧島川 

神宮川 

丸谷川 

折田代川

東牛ノ脛 

石風呂川 2 

石風呂川 3

新燃岳 

御鉢 
実施主体 対策箇所 緊急工事内容

高崎川 矢岳川 国土交通省 矢岳第3砂防堰堤 除石

蒲牟田川 国土交通省 蒲牟田第1砂防堰堤 除石

高千穂川 国土交通省 高千穂第1砂防堰堤 除石

国土交通省 高千穂第2砂防堰堤 除石

国土交通省 高千穂第3砂防堰堤 除石

祓川 国土交通省 祓川第1砂防堰堤 除石

御池川1 国土交通省 御池第1砂防堰堤 除石

丸谷川 国土交通省 丸谷第2砂防堰堤 除石

望原谷川3 国土交通省 除石、ブロック積、土のう積

望原谷川1 （荒川内川） 国土交通省 荒川内川上流 除石、ブロック積、土のう積

国土交通省 荒川内川 除石

折田代川 国土交通省 折田代川砂防堰堤 除石

荒襲川 国土交通省 除石、ブロック積、土のう積

武床谷 国土交通省 土のう積堤、ブロック積

東牛ノ脛川 宮崎県 土のう積導流堤

石風呂川2 宮崎県 土のう積導流堤

石風呂川3 宮崎県 土のう積導流堤

城ヶ尾川2 宮崎県 土のう積導流堤

霧島川 鹿児島県 霧島川第6砂防堰堤 除石

鹿児島県 霧島川中井手橋付近 除石

神宮川 鹿児島県 神宮川第1砂防堰堤 除石

渓流名

表　　緊急ハード対策実施一覧

◆ 平成２１年度計画では、緊急ハード対策を次の二段階で計画していた。 

◆ 第 1 段階：新燃岳及び御鉢からの降灰が流域内に堆積し、土石流発生のおそれが高まった渓流に対し、土石流発生前から実施する対策。 

◆ 第 2 段階：新燃岳及び御鉢からの降灰量の増加や土砂流出の状況などに応じて実施する対策。 

※名称を示した渓流で緊急対策を実施 
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図 12 新燃岳の火山活動が活発化した場合の優先順位が高い渓流での緊急ハード対策計画 

4km（レベル 4・5）

2km（レベル 3）

噴火警戒レベル 3の時 

火口から半径 2km 内での計画はない。火山噴火の進捗に備え上流側

の対策を優先して実施する。 

噴火警戒レベル 4・5の時 

火口から半径 4km 内および火砕流の想定影響範囲内では工事中止 

新燃岳 

御鉢 

高崎川（大幡川、矢岳川） 

高千穂川 

祓川 

御池川 1 

武床川 

荒襲谷 望原谷 1(荒川内川)

望原谷 2 

中山谷 1

霧島川 

神宮川 

丸谷川

折田代川

東牛ノ脛 

石風呂川 2 

石風呂川 3 

実施主体 対策箇所 緊急工事内容

高崎川 矢岳川 国土交通省 矢岳第3砂防堰堤 除石

蒲牟田川 国土交通省 蒲牟田第1砂防堰堤 除石

高千穂川 国土交通省 高千穂第1砂防堰堤 除石

国土交通省 高千穂第2砂防堰堤 除石

国土交通省 高千穂第3砂防堰堤 除石

祓川 国土交通省 祓川第1砂防堰堤 除石

御池川1 国土交通省 御池第1砂防堰堤 除石

丸谷川 国土交通省 丸谷第2砂防堰堤 除石

望原谷川3 国土交通省 除石、ブロック積、土のう積

望原谷川1 （荒川内川） 国土交通省 荒川内川上流 除石、ブロック積、土のう積

国土交通省 荒川内川 除石

折田代川 国土交通省 折田代川砂防堰堤 除石

荒襲川 国土交通省 除石、ブロック積、土のう積

武床谷 国土交通省 土のう積堤、ブロック積

東牛ノ脛川 宮崎県 土のう積導流堤

石風呂川2 宮崎県 土のう積導流堤

石風呂川3 宮崎県 土のう積導流堤

城ヶ尾川2 宮崎県 土のう積導流堤

霧島川 鹿児島県 霧島川第6砂防堰堤 除石

鹿児島県 霧島川中井手橋付近 除石

神宮川 鹿児島県 神宮川第1砂防堰堤 除石

渓流名

表　　緊急ハード対策実施一覧

※名称を示した渓流で緊急対策を実施 

◆平成２１年度計画では、自然条件、社会条件、火山噴火時の影響を指標に、火口ごとに渓流の災害の発生し易さ（災害ポテンシャル）を評価し、緊急対策（ハード・ソフト）の早期

対応が必要な箇所を抽出していた。 

中 

高 

低 

整備優先渓流 
優先度 
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図 13 平成21年度計画における緊急ソフト対策計画位置図と平成23年噴火後の対策実施渓流（広域版）

新燃岳 

御鉢 

◆平成２１年度計画では、新燃岳及び御鉢からの噴火の影響により土石流発生の恐れがある渓流において、緊急ハード対策工事の安全確保、及び避難支援のための情報提供を目的に監視カ

メラ・土石流検知センサーの設置を検討した。 

監視機器 実施主体 設置箇所

監視カメラ 国土交通省 11箇所

土石流ワイヤーセンサー 国土交通省 17箇所

自動降灰量計 国土交通省 1箇所

表　　噴火後の監視機器新設状況
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図 14 平成21年度計画における緊急ソフト対策計画位置図と平成23年噴火後の対策実施渓流（拡大版）

新燃岳 

御鉢 

武床川 荒襲谷 
望原谷1(荒川内川) 

望原谷2 

中山谷1 

望原谷3 

中山谷2 

中山谷3 

皇子川1 

祓川 

御池川1 

皇子川2 
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6.4 緊急対応の時系列整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 15 噴火後の対応の主な流れ 

緊急調査 

 ・ヘリ調査 

 ・降灰調査 

土石流被害の可能性が高い土

石流危険渓流の抽出 

土石流発生 

確認調査 

（避難参考） 

基準雨量の設定 

1 月30 日 

H23 年1 月26 日 

H23 年1 月27 日～ 

2 月１日～ 2 月２日～ 

2 月４日～ 

2 月11 日～ 

緊急ハード対策（除

石工等）開始 

～5 月3１日 

緊急ハード対策（除

石工等）完了 

監視・観測機器の 

設置・情報提供 

H20 年8 月22 日 

H22 年3 月30 日 

H22 年5 月26 日 

噴火警戒レベル２へ引き上げ 

噴火警戒レベル２へ引き上げ 

噴火警戒レベル３へ引き上げ 

噴火警戒レベル２へ引き上げ 

新燃岳ﾏｸﾞﾏ噴火 

新燃岳噴火 

新燃岳噴火 

火山性地震増加 

（H20 年10 月29 日引き下げ） 

（H22 年4 月16 日引き下げ） 

図 16 関係機関の緊急対応状況の時系列整理（１） 

■霧島・新燃岳噴火における土砂災害に対する緊急対応の状況

噴火警戒レベル2（2km以内規制）
噴火警戒レベ
ル3（3km以内

噴火警戒レベル3（4km以内規制）

林
野
庁

国
土
交
通
省

宮
崎
県

鹿
児
島
県

市
・
町

噴火警戒レベル3（3km
以内規制）

機
関

火
山
活
動

会
議

下旬

1月 2月

中旬 下旬 上旬 中旬

3月

上旬 中旬 下旬

～3/7

1/30

2/2～

1/31～2/3

1/27～29

噴
火

爆
発
的
噴
火

土石流被害
の可能性が
高い土石流
危険渓流抽

出

想定氾濫区
域公表

避難参考雨量基準設定

土石流避難基準設定（2/9都城
市、2/10高原町）

□：調査関係　□：警戒避難関係　□：工事関係

降灰による土石流防災区域図
配布（都城市）

緊急土石流対策
工事着手

爆
発
的
噴
火

爆
発
的
噴
火

爆
発
的
噴
火

爆
発
的
噴
火

爆
発
的
噴
火

爆
発
的
噴
火

ヘリ調査開始

降灰調査開始

カメラ画像、土石流発生情
報の提供開始

カメラ、土石流検知セン
サー等の追加整備開始

緊急除石等工事着
手（鹿児島県）

降灰量観測開始
（鹿児島県）

噴
火

爆
発
的
噴
火

噴火継続 断続的噴火

土石流発生確認調
査開始

想定氾濫区
域解析

河床掘削、大型土のう設置
等工事着手（宮崎県）

避難参考雨量
基準緩和

避難計画素案作成
（高原町、霧島市）

土石流避難基準変更
（3/4都城市、3/7高原町）

緊急除石工事準
備着手

緊急除石工事完了
（3工事）

○：コア会議
●：コアメンバー会議
◎：霧島山（新燃岳）土砂災害対応現地連絡会
▽：土砂災害に関する緊急調査結果の報告会

●
2/22

●
2/27

●▽
3/1

●
3/3

●
3/10

○
1/27

爆
発
的
噴
火

1/27
  1/281/302/1

2回
2/2
3回

2/31/19
2/11 2/14 2/18

3/1

◎　2/23、24、25、26 ◎　3/1、2、3、4、7、8、9、10 ◎　3/11、15、18 ◎　3/22、25、30

1/19～

2/4

2/4

2/11～

緊急除石工事着
手

2/9～

2/1 2/7～

3/1

2/10～

2/8～

2/11～

噴
火

1/26

降灰調査開始

緊急排土工事着手
（6箇所）

2/14～
緊急排土工事完了

土石流発生情報の
提供開始

治山工事着手
（4箇所）

土石流センサーの設置
（3箇所）

3/25

2/14～

1/27 降灰調査報告書
取りまとめ完了

渓流調査実施 3/15～3/16

～3/30

渓流調査実施
2/2～2/3

監視カメラの
設置完了

土石流発生確認調
査開始（宮崎県）

2/11～

砂防堰堤空容量
調査（鹿児島県）

2/1～2

応急対策の検討（宮崎県） 3/18～

○
2/3

▽
2/4
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 図 18 関係機関の緊急対応状況の時系列整理（２） 

噴火警戒レベル3（3km以内規制）

4月

上旬 中旬 下旬

5月

上旬 中旬 下旬

6月

上旬 中旬 下旬

7月

上旬 中旬 下旬

8月

上旬 中旬 下旬

9月

上旬 中旬 下旬

機
関

火
山
活
動

会
議

国
土
交
通
省

林
野
庁

宮
崎
県

鹿
児
島
県

市
・
町

～6/1

避難参考雨量
基準緩和

避難参考雨量
基準緩和

避難参考雨量
基準緩和

緊急対策工事
（除石）着手

緊急対策工事
（除石）完了

緊急土石流対
策工事完了

緊急除石等工事完了
（鹿児島県）

噴
火

噴
火

噴
火

噴
火

噴
火

噴
火

噴
火

噴
火

噴火継続

土砂災害緊
急情報〔霧島
山（新燃岳）〕

第1号

土砂災害緊
急情報〔霧島
山（新燃岳）〕

第2号

土砂災害緊
急情報〔霧島
山（新燃岳）〕

第3号

土石流避難基
準変更（7/1高

原町）

土石流避難基
準変更（5/6都
城市、5/6高原

町）

土石流発生確
認調査継続

降灰調査継続

ヘリ調査継続

避難計画素案
作成（都城市）

土石流避難計画
素案作成

（都城市、高原町）

カメラ画像、土
石流発生情報
の提供継続

□：調査関係　□：警戒避難関係　□：工事関係

噴火継続

●
4/25

●
6/2

4/3 4/9 4/18 6/16 6/23 6/29 8/6 8/31

◎　4/5、8 ◎　4/12 ◎　4/22、28 ◎　5/10 ◎　5/19 ◎5/24,27,31 ◎　6/14、19 ◎　6/21、28

5/2 6/6 6/29

～5/31

～8/37/5～

緊急対策工事
（除石）着手

9/29～

○：コア会議
●：コアメンバー会議
◎：霧島山（新燃岳）土砂災害対応現地連絡会

治山工事完了？

渓流調査実施

6/23～6/24

土砂移動観測の
実施（鹿児島県）

6/9～

土石流避難計
画作成
（都城市）

検討終了（宮崎県）～5/30

●
7/21

（事務局会議）
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 表 7 噴火後の降雨による土砂流出の状況  
日時 雨量 流出土砂量＊ 

平成 23 年 

6月25日～ 

6 月 26 日 

総雨量 76mm 

時間雨量 30mm 

（矢岳）

高崎川流域 

=26,000m3 

平成 23 年 

9月15日～ 

9 月 20 日 

総雨量 431mm 

時間雨量 43mm 

（矢岳）

高崎川流域 

=26,000m3 

庄内川流域 

=2,500m3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 20 九州地方整備局が発表した警戒避難のための雨量基準 

平成 23 年 2 月 4 日 

＜基準雨量＞ 

・時間雨量 4mm 

・1 月 26 日の噴火を受け、1 月
27 日～2 月 3 日に緊急調査、検
討を実施 
・三宅島土石流発生（H12）の実
績に基づく 

平成 23 年 3 月 1 日 

＜基準雨量＞ 

・時間雨量 10mm（引き上げ） 

・2 月 27 日～28 日の降雨後に土
石流発生確認調査を実施、異常
なし 

平成 23 年 5 月 2 日 

＜基準雨量＞ 

・高千穂峰東～南の土石流危険
渓流：時間雨量 15mm（引き上
げ） 
・丘陵部の土石流危険渓流：時
間雨量 20mm（引き上げ） 

・4 月 27 日～5 月 1 日の降雨後
に土石流発生確認調査を実施
し、異常なし 

 

平成 23 年 6 月 5 日 

＜基準雨量＞ 

・高千穂峰東～南の土石流危険
渓流：時間雨量 20mm（引き上
げ） 
・丘陵部の土石流危険渓流：時
間雨量 20mm（変更なし） 

・6 月 5 日の降雨後に土石流発
生確認調査を実施し、異常なし 

平成 23 年 6 月 29 日 

＜基準雨量＞ 

・高千穂峰東～南の土石流危険
渓流：時間雨量 35mm（引き上
げ） 
・丘陵部の土石流危険渓流：土
砂災害警戒情報が発表されたと
き（変更） 

・6 月 10 日～26 日の降雨後に土
石流発生確認調査を実施し、異
常なし 

平成 23 年 5 月 1 日 改正土砂災害防止法施行 

平成 23 年 11 月 2 日 

＜基準雨量＞ 

・土砂災害警戒区域等に土砂災
害警情報が発表されたとき（変
更） 

・本年１月末以降の噴火に伴う
降灰等の影響をうけた３５渓流
について、通常より少ない降雨
量で重大な土砂災害が急迫す
る危険性が低下したが、土砂災
害警戒情報が発表される程度
の大雨時には土石流が発生す
る危険性があるため 

図 19 関係機関の緊急対応状況の時系列整理（３） 

噴火警戒レベル3（3km以内規制）

市
・
町

林
野
庁

火
山
活
動

会
議

国
土
交
通
省

宮
崎
県

鹿
児
島
県

機
関

10月 11月

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

12月

上旬 中旬 下旬

河床掘削、大型土のう
設置等工事完了（宮崎

県）

□：調査関係　□：警戒避難関係　□：工事関係

～12/7

噴火前の基準
に戻す

緊急土石流対
策工事完了

土砂災害緊
急情報〔霧島
山（新燃岳）〕

第4号

土石流避難基準
変更（11/2都城市、

11/15高原町）

土石流発生確
認調査継続

降灰調査継続

ヘリ調査継続

カメラ画像、土
石流発生情報
の提供継続

★10/17

11/2

～10/27

●：コアメンバー会議
★：霧島火山緊急減災砂防計画検討分科会
▽：今後の土砂災害警戒避難に関する検討会

●
12/21

★12/27

▽
11/2

＊除石堰堤の堆砂量
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